



─ コミュニティ・サポ トーセンター神戸の事例を中心に ─
The importance of monetary contributions 
in NPO management
丈　島　　　崇
　　Based on a case study of the Community Support Center KOBE, the 
importance of monetary contributions to NPO's was examined.  It was 
found that contributions are not only important as a source of revenue, but 
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1．はじめに：研究動機および NPO への寄付の現状について
　1995 年の阪神・淡路大震災を契機として、日本においても NPO の役割が
















1)　 2009 年 5 月 31 日現在、認証されている NPO 法人の数は全国で 37,562 法人である。
特定非営利活動促進法に基づく申請受理数および認証数、不認証数等
http://www.npo-homepage.go.jp/data/pref.html
2)　 平成 20 年度市民活動団体基本調査報告書によると（調査期間：2008 年 11 月 14 日～ 2009
年 1 月 23 日、有効配布数：9,516 件（宛先不明等による返送数 484 件）、有効回収数：4,465 件、
有効回収率：46.9%、集計対象数：4,379 件（特定非営利活動法人 1,200 団体、任意団体 3,179











4)　 「平成 20 年度特定非営利活動法人の実態及び認定特定非営利活動法人制度の利用状況に関
する調査」によると（実施期間：特定非営利活動法人は平成 21 年 1 月 16 日～平成 21 年 3
月 13 日、認定特定非営利活動法人は平成 21 年 1 月 16 日～平成 21 年 3 月 19 日、調査対象：
特定非営利活動法人は発送対象法人数 15,000 法人、回答法人数 2,294 法人（回収率 16.4%）
であり、認定特定非営利活動法人は発送対象法人数 92 法人、回答法人数 51 法人（回収率
51.1%）となっている。なお、実施期間が平成 21 年となっているのは、平成 20 年度にお
ける税制改正による認定特定非営利活動法人制度の規制緩和においてこの制度の利用状況
などを見るためであるとしている）、特定非営利活動法人の寄付金受入金額は「0 円」が
















　NPO への寄付金の水準が低い日本において、認定 NPO 法人制度が 2001
年に制定された（2009 年に一部改正）。この認定 NPO 法人制度はある一定
の条件をクリアした NPO 法人に税制上の優遇措置を与える制度である6)。








る（Letts, Ryan and Grossman, 1997 pp36-44）。また SORI（Social Return On 
Investment）という評価手法を使い、投資額の社会的評価を測定しようという試みも
ある（http://www.redf.org/about_sori.htm/ を参照）。
④  民間企業が NPO の得意としていた社会的サービスに参入してきたことによって、NPO
は市場競争を重視するようになった。」（太字および下線、筆者が加えた）
谷本寛治・田尾雅夫編著（2002）『シリーズ NPO ④　NPO と事業』ミネルヴァ書房　
P146
6)　 認定 NPO 法人とは、ある一定の条件（パブリック・サポートテスト等）をクリアした






る。それは寄付金額（寄付をした人の所得金額の 40% が上限）から年額 5,000
円を所得税の所得控除を認めるものである7)。
　図 1 は8)、1990 年から 2005 年までの世帯別に見た寄付金の実績の推移を示
している。これによると、寄付金の平均金額が控除対象の 5,000 円以上とな
るのは、阪神・淡路大震災のあった 1995 年のみで（5,834 円）、それ以外の
年は約 3,000 円前後を推移している。
　加えて、2009 年 7 月 1 日現在、認定 NPO 法人の数は 95 法人であり、割
合にして全 NPO 法人のわずか約 0.003% であり、こうした税制上の優遇措
1、パブリック・サポートテスト（PST）をクリアしている。
　PST の算定式



















認定 NPO 法人のしくみ（平成 21 年度版）を筆者がまとめた。
http://www.npo-homepage.go.jp/pdf/h21_nintei-pamphlet.pdf






































































11)　島田　恒（2005）『NPO という生き方』PHP 新書　P165 より引用
12)　相川康子（1998）「NPO 活動発展の課題」『兵庫地域研究』9 月　P92



























































17)　 山内直人（2001）「NPO・ボランティアと税制─ NPO 新税制、寄付促進効果に疑問」『日
本経済研究センター会報』7 月　P24 より引用















らは設立から 3 年間で 3,620 万円の助成を受け（3 年間の理由は、同基金が
3 年間で解散してしまうからである）、同基金の解散時に市民活動サポート
基金として 3,000 万円が助成された。
　CS 神戸は 1999 年 4 月 1 日兵庫県知事の認証を受け、同年 4 月 12 日に設
立登記を行い、NPO 法人として再出発をし、自立した団体を設立していく
ことを目的に支援事業を展開していくことになる21)（あくまでも団体の自立











通常の PDCA サイクル：PLAN（計画）→ DO（実施）→ CHECK（評価）→
　　　　　　　　　　　　ACTION（見直し・点検）




が目的であるので、支援の期間は最高 2 年となっている）。また CS 神戸に






















































































































　このワラビーは 2000 年 9 月中旬に 5 人の審査員による公開審査が開かれ、
3 団体の応募の中から CS 神戸が選ばれた。
　2002年度の公開審査で CS神戸は落選したが、2004年度にもう一度選ばれ、
現在もこの事業は行っている。
　また、CS 神戸は「人づくり」の一環として、1997 年からは兵庫県、CS 神戸、


















































第 1 期 66701 47907
第 2 期 82299 81133
第 3 期 109956 109079
第 4 期 57077 56431
第 5 期 68047 67512
第 6 期 67145 66710
第 7 期 79645 76499
第 8 期 72824 68735








































































第 1 期 2921
第 2 期 2068
第 3 期 2069
第 4 期 2933
第 5 期 4343
第 6 期 3984
第 7 期 2198
第 8 期 3560

















































































































①  CS 神戸は受託事業収入が多額であるが、その財源に依存することなく、
寄付者獲得を怠っているのではないということ、また寄付者獲得のため
には情報提供は欠かせないということ。















30)　 「平成 20 年度特定非営利活動法人の実態及び認定特定非営利活動法人制度の利用状況に関
する調査」によると（実施期間及び調査対象については前掲）、認定 NPO 法人の認定取
得希望はあるが申請準備を進めていない理由として「認定要件を満たすことができない」




















31)　 筆者は税制については認定 NPO 法人制度の認定要件の緩和だけでなく、すべての NPO
法人に税制の支援を与えるべきであろうと考える。というのも、税制の支援を受けられる
認定 NPO 法人がわずかに約 0.003% では支援制度としては意味をなさないと思うからで
ある。



















































　脚注 34 で述べるように、ただでさえ、少額の資金で活動している NPO 法
人が多い中で苦労して多額の資金や多くの時間をかけて独自の会計を作成し
ようとは思わないであろう34)。


















































































































認定 NPO 法人のしくみ（平成 21 年度版）
http://www.npo-homepage.go.jp/pdf/h21_nintei-pamphlet.pdf
平成 20 年度市民活動団体基本調査報告書
http://www.npo-homepage.go.jp/data/report24.html
平成 20 年度特定非営利活動法人の実態及び認定特定非営利活動法人制度の利
用状況に関する調査
http://www.npo-homepage.go.jp/pdf/h20_npo_nintei_chousa_4.pdf
CS 神戸ホームページ
http://www.cskobe.com/PDF/history2.pdf
http://www.cskobe.com/PDF/FiscalReport.pdf
NPO の会計報告における問題点（実務上の課題）
http://bbs3.sekkaku.net/bbs/upﬁle/npokaikei--1245982952---576-295.pdf
NPO　WEB
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=2414
